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１．令和元年度 重要業績評価指標ＫＰＩ達成状況（基盤的保険者機能関係）

具体的施策 ＫＰＩ設定項目 結 果 達成度

効果的なレセプト点
検の推進

社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の
査定率

0.393％以上 0.444% ＋0.051%

柔道整復施術療養費
の照会業務の強化

柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位
以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合

0.74%以下 0.67% ＋0.07%

返納金債権の発生防
止のための保険証回
収強化、債権回収業
務の推進

資格喪失後1か月以内の保険証回収率 94.90%以上 94.87% △0.03%

資格喪失後受診に係る返納金債権の回収率 57.38%以上 69.03% ＋11.65%

医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金
の割合

0.046%以下 0.052% △0.006%

サービス水準の向上

サービススタンダードの達成状況（給付金申請書受付
日から10日営業日以内の支給）

100% 100% ±0%

現金給付等の申請に係る郵送化率 86.3%以上 80.7% △5.6%

限度額適用認定証の
利用促進

高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合 84.0%以上 74.9% △9.1%

被扶養者資格の再確
認の徹底

被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率 93.2%以上 94.5% ＋1.3%

オンライン資格確認
の利用率向上

現行のオンライン資格確認システムについて、USBを
配布した医療機関における利用率

50.0%以上 54.2% ＋4.2%
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１．令和元年度 重要業績評価指標ＫＰＩ達成状況（戦略的保険者機能関係）

具体的施策 ＫＰＩ設定項目 結 果 達成度

特定健診受診率・事
業者健診データ取得
率の向上

生活習慣病予防健診受診率 61.9%以上 64.0% ＋2.1%

事業者健診データ取得率 7.1％以上 7.6% ＋0.5%

被扶養者の特定健診受診率 26.0％以上 24.1% △1.9%

特定保健指導の実施
率の向上

特定保健指導の実施率 14.5％以上 17.7% ＋3.2%

重症化予防対策の推
進

受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合 12.0％以上 8.8% △3.2%

広報活動や健康保険
委員を通じた加入者
等の理解促進

広報活動における加入者理解率の平均 39.1%以上 47.2% ＋8.1%

全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
事業所の被保険者数の割合

52.0以上 52.9% ＋0.9%

ジェネリック医薬品
の使用促進

協会けんぽのジェネリック医薬品使用割合 74.0%以上 73.7%
※Ｒ2.2月診療分

△0.3%

地域の医療提供体制
への働きかけや医療
保険制度改正等に向
けた意見発信

他の被用者保険者との連携を含めた地域医療構想調整
会議への被用者保険者の参加率

100% 100% 達成

経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース
などを活用した効果的な意見発信

実施 未実施 未達成
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１．令和元年度 重要業績評価指標ＫＰＩ達成状況（組織・運営体制関係）

具体的施策 ＫＰＩ設定項目 結 果 達成度

費用対効果を踏まえ
たコスト削減等

一般競争入札に占める一者応札案件の割合 100%以下 0.0% 達成

≪重要業績評価指標KPIについて≫

Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓの略。重要業績評価指標のことで、組織の目標
達成度合いを測る基準のひとつ。
保険者機能強化アクションプラン（第4期）において、協会けんぽの役割等を①基盤的保険者機能、②戦

略的保険者機能、③組織体制の強化の3つに分類した上で、分野ごとに具体的取組を定めて３年後のＫＰＩ
を設定し、事業計画と連動させ評価・改善を行うことにより、PDCAサイクルを強化する。
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1(1)．基盤的保険者機能関係

現金給付の適正化の推進／令和元年度評価結果

KPI目標 ・設定なし KPI結果 ―

取組内容

・毎月「保険給付適正化プロジェクトチーム」を開催し、不正疑いのある事案について検
討を行い、疑義のある事業所へ立入調査を実施した。

（令和元年度立入調査：1件）
・給付を受けるために資格を取得したことが疑われる申請について、重点的に審査を行い、
本部より提供される「遡及資格処理事案」および「継続給付関連事案」について事後調
査を行った。

（令和元年度本部よりデータ提供：5件）
・傷病手当金と年金との併給調整確認について、本部より提供される対象データについて
事務処理手順書に基づいた確認を徹底し、確実な併給調整を実施した。

（令和元年度返納金調定：58件 7,448,403円）

評価結果
・「保険給付適正化プロジェクトチーム」を毎月開催することにより、不正が疑われる事
案の対応についてスムーズに実施することができた。傷病手当金と年金との併給調整に
ついても確実に併給調整を実施できた。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

効果的なレセプト点検の推進／令和元年度評価結果

KPI目標
社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検
の査定率について対前年度（0.393％）以上とする

KPI結果 0.444％

取組内容

・「レセプト内容点検行動計画」に基づき重点4方針（点検員のスキルアップ、システム
点検の精度向上、支払基金との連携、進捗会議の活性化）に確実に取り組み、毎月の取
組内容を確認のうえ翌月以降の取組みに活かした。

・点検員毎の再審査請求結果（診療観点）を分析し、点検員の点検傾向と得意・不得手を
把握し、毎月の面談指導において点検員の目標達成の支援を行った。

・支払基金に対して、査定の見落としを防止するための協議を実施し、さらには情報交換
を積極的に行うことにより、支払基金の査定率向上に寄与した。

評価結果

・合算した査定率について目標を達成した。内訳は、支払基金は前年度から0.050％の増加、
協会けんぽは同0.001％の増加である。一方、全国平均は合算した査定率が、前年度から
0.021％の減少であり、内訳は支払基金は前年度から0.013％の減少、協会けんぽも同様
に0.007％の減少となっている。

・点検員毎再審査請求結果（診療観点）を分析し、強みの伸ばし・弱みの克服に努めたこ
とが査定率アップに繋がった。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

効果的なレセプト点検の推進／令和元年度評価結果

KPI目標 － KPI結果 －

取組内容

・資格点検については資格喪失後受診等に係る疑義レセプトについて全件点検を行い、必
要に応じて医療機関照会を実施し、レセプトの返戻および返還請求へ繋げた。

・外傷点検については、外傷性病名3,000点以上にかかるレセプトについて、加入者あてに
負傷原因の照会を実施し、返還請求および損害賠償請求等に繋げた。

評価結果

・資格点検における加入者1人当たり効果額は、令和元年度は1,342円であり、平成30年度
の1,565円を223円下回った。なお、数値は減少しているが適正な事務処理を行っている。

・外傷点検における加入者1人当たり効果額は、令和元年度は444円であり、平成30年度の
572円を128円下回った。なお、資格点検同様に数値は減少しているが適正な事務処理を
行っている。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

柔道整復施術療養費の照会業務の強化／令和元年度評価結果

KPI目標
柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部
位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合につい
て対前年度（0.74%）以下とする

KPI結果 0.67％

取組内容

・施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施術の申請を中心に「部位ころがし」「過剰受
診」の傾向がある受診者へ適切な受診に関する案内を同封した文書による照会を実施し
た。

（令和元年度照会文書送付：1,327件）
・面接確認委員会設置にともなう適正請求にかかる注意喚起文書送付を実施した。
（高知県内登録施術所：220施術所）

評価結果
・受診者への照会に加え、令和元年度から柔道整復療養費の適正化に資するため、柔道整
復療養費審査委員会に設置された「面接確認委員会」の周知と適正請求にかかる注意喚
起文書を送付したこと等により、KPI目標数値を達成することができた。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

あんまマッサージ指圧・鍼灸施術療養費の適正化の推進／令和元年度評価結果

KPI目標 ― KPI結果 ―

取組内容

・平成31年1月に受領委任制度が導入されたことに伴い、文書で作成された医師の再同意
の確認を徹底する等審査を強化し、不正の疑いのある案件は指導および監査権限のある
厚生局への情報提供を徹底した。

（厚生局への情報提供案件：なし）

評価結果
・医師の再同意の確認等重点的に審査実施を行い、適正な給付を行った。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権回収業務の推進／令和元年度評価結果

KPI目標

①資格喪失後1か月以内の保険証回収率を94.90%以
上とする
②資格喪失後受診に係る返納金債権の回収率を対年
度（57.38%）以上とする
③医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返
納金の割合を対前年度（0.046％）以下とする

KPI結果

①94.87％
②69.03％
③0.052％

取組内容

①保険証回収については、日本年金機構の資格喪失処理日後7日以内に初回催告、さらに
その後2週間以内に2次催告を実施した。あわせて、証回収不能届に基づき電話番号が判明
した者には、対象者全員に電話による催告を実施した。
②債権（資格喪失後受診）の回収について、調定から6か月以内の初動対応を重視すると
ともに保険者間調整を積極的に推進し、保険者間調整の件数は対前年度比+147％、金額で
は同+224％と大きな効果があった。
③資格喪失後受診を防止するための加入者向け啓発ポスターを関係4団体と作成し、高知
県内全ての保険医療機関に配布した。

評価結果

・保険証回収率は日本年金機構のシステム不具合により令和2年1月末現在の数値をKPIの
数値として用いることとなっている。なお、保険証回収率は昨年度並みの水準である。

・債権回収率においては、保険者間調整の影響が大きかった。今後も債務者との接触を図
り、保険者間調整を積極的に勧めていく。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

サービス水準の向上／令和元年度評価結果

KPI目標
①サービススタンダードの達成状況を100％とする
②現金給付等の申請に係る郵送化率を86.3％以上と
する

KPI結果

①100％
（前年度100％）

②80.7％
（前年度77.8％）

取組内容

①サービススタンダードの達成状況
・日々の進捗管理を徹底し、目標達成に取り組んだ。
（令和元年度支給決定件数：12,842件）
②現金給付等の申請に係る郵送化率
・受付窓口へ持参されていた高知市の受取代理高額療養費（年間約1,200件）について郵送
での協力依頼を複数回行い、協力を得た。

・算定基礎説明会等の各種機会を捉えた広報を実施した。

評価結果

①サービススタンダードの達成状況
・管理者による受付から決裁まで進捗管理の徹底を行い、KPI目標を達成することができ
た。

②現金給付等の申請に係る郵送化率
・前年度より2.9％のアップとなったが、KPI目標の達成には至らなかった。
・広報を実施のうえ、引き続き阻害要因の検証を行い、効果的な改善策を実施する。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

限度額適用認定証の利用促進／令和元年度評価結果

KPI目標
高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割
合を84.0％以上とする

KPI結果 74.9％
（前年度74.1％）

取組内容

・各種研修会およびお客様対応時に利用案内を実施した。
・限度額申請書セットを新規で３医療機関および22市町村へ配置し、使用促進に取り組ん
だ。（令和2年6月現在配置場所：49医療機関・32市町村）

・医療機関で配布してもらう際の患者説明用文書を作成し、医療機関担当者へ配布を行っ
た。

評価結果
・前年度より0.8％のアップとなったが、KPI目標の達成には至らなかった。
・引き続き各種機会を捉えた広報の実施と限度額申請書セット配置済医療機関における使
用傾向の検証および改善策を実施する。
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１(1)．基盤的保険者機能関係

被扶養者資格の再確認の徹底／令和元年度評価結果

KPI目標
被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出
率を93.2％以上とする

KPI結果 94.5％
（前年度93.1％）

取組内容
・平成30年度未提出事業所について、提出期限前に電話による提出依頼を実施した。
・未送達事業所について、電話連絡および事業主住所へ直接送付する等提出率アップに取
り組んだ。

評価結果
・早期に提出勧奨を実施し、KPI目標を達成することができた。
（令和元年度送付対象事業所数：8,641件 提出事業所数：8,166件）
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１(1)．基盤的保険者機能関係

オンライン資格確認の利用率向上／令和元年度評価結果

KPI目標
現行のオンライン資格確認システムについて、USB
を配布した医療機関における利用率を50.0％以上と
する

KPI結果 54.2％
（前年度34.3％）

取組内容
・利用がない1医療機関について訪問し、利用勧奨を行った。
（USBが配布医療機関数：２医療機関）

評価結果 ・訪問のうえ利用勧奨を行うことで利用率が向上し、KPI目標を達成することができた。

13



１(2)．戦略的保険者機能関係

特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上／令和元年度評価結果

KPI目標
① 生活習慣病予防健診受診率 61.9%以上
② 事業者健診データ取得率 7.1％以上
③ 被扶養者の特定健診受診率 26.0％以上

KPI結果
①64.0％
② 7.6％
③24.1％

取組内容

・対象事業所に近い健診実施機関を一覧表でお伝えするなどし、未受診事業所への受診勧
奨を強化した。

・事業者健診データ取得業務を外注業者に委託し、取得率の向上を図った。
・特定健診の集団健診イベントを実施し、受診率の向上を図った。

評価結果

① 生活習慣病予防健診受診率
・KPIを上回る結果となった。
②事業者健診データ取得率
・KPIを上回る結果となった。
③ 被扶養者の特定健診受診率
・イオン高知で開催した集団健診の効果もあり、令和2年１月末の時点で前年度比833件の
増と順調に伸びていたが、新型コロナウイルスの感染拡大の影響もあり、最終的には前
年度とほぼ同じ実施件数に留まった。

14



１(2)．戦略的保険者機能関係

特定保健指導の実施率の向上／令和元年度評価結果

KPI目標 特定保健指導の実施率 14.5％以上 KPI結果 17.7％

取組内容

・協会けんぽが実施する特定保健指導の初回面談数の増加に努め、平均で150件/月だった
面談件数を220件/月にした。

・委託機関で健診当日の保健指導実施強化を働きかけた。
・集団健診当日に特定保健指導が実施できるよう、健診実施機関と契約を締結した。

評価結果

・上記の取り組みの成果は出ており、支部のKPIは達成している。
・令和2年度は新型コロナウイルスの影響で、３月～５月の3ヵ月間は特定保健指導が中止
されていたことや、6月以降は事業所側に「感染防止対策」を求めながらの実施になる
ため、大幅に実績が下がることが予想される。

・事業主及び加入者の皆様のご協力を得ながら、実績を向上させていく。
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１(2)．戦略的保険者機能関係

重症化予防対策の推進／令和元年度評価結果

KPI目標
受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割
合を12.0％以上とする

KPI結果 8.8%

取組内容

① 一次勧奨
健診結果の「血圧値」「血糖値」が要治療と判断されたにも関わらず、医療機関を受診
していない治療放置者に、受診勧奨文書を発送した。
2,959件（協会けんぽ本部から全国各支部の対象者へ郵送）

② 二次勧奨
①の対象者のうち、ハイリスク者をピックアップして支部から受診勧奨を453名に実施
した。
【内訳】・電話勧奨：15件 ・文書勧奨：376件 ・訪問面談：62件

評価結果
・文書でお知らせするだけでなく、保健師が直接お話しすることが効果的と考え、特定保
健指導に訪問する事業所に対象者がいる場合は、出来るだけ面談するように調整した。

16



１(2)．戦略的保険者機能関係

コラボヘルスの推進／令和元年度評価結果

KPI目標 ― KPI結果 ―

取組内容

・関係団体（県、経済団体、マスコミ、保険会社等）との連携により「高知家」健康企業
宣言事業所、及び健康経営優良法人認定事業所の拡大を図った。

・健診受診者10名以上の宣言事業所に対して「健康度診断カルテ」を配付した。
・高知新聞へ半5段モノクロ広告を掲載した。（R1.9.12）
・高知新聞社「こうち健康企業プロジェクト」との連携により健康経営セミナーを開催し
た。（R1.10.9）

・第78回日本公衆衛生学会で講演をおこなった。（R1.10.23）
・健康づくり好事例集を作成し、健康保険委員を中心に配付した。（R1.11）

評価結果

・健康経営セミナー、日本公衆衛生学会の会場はほぼ満員となり立ち見が出る程であった。
・「高知家」健康企業宣言事業所は97社増加し423社となった。
・「健康経営銘柄2020」にて、高知県で初めて健康経営銘柄の選定法人が出たほか、「健
康経営優良法人2020」における県内の認定法人も11法人増加し47法人となった。
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１(2)．戦略的保険者機能関係

広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進／令和元年度評価結果

KPI目標

①広報活動における加入者理解率の平均について対
前年度（39.1％）以上とする
②全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されて
いる事業所の被保険者数の割合を52.0％以上とする

KPI結果
①47.2%
②52.9%

取組内容

・各種広報媒体（ホームページ、納入告知書同封チラシ、メールマガジン等）や、各種説
明会（算定基礎説明会、職場の健康づくり応援研修会等）を通じて、健康保険制度や健
康づくりに関する情報をわかりやすく発信するとともに、健康保険委員への登録をご案
内した。

・健康保険委員に対して、研修会開催（R1.11.8四万十市、R1.11.14高知市）広報誌発行（
年4回）、健康保険各種申請の手引き配付等を通じて、定期的な情報提供をおこなった。

評価結果

・広報活動における加入者理解率の調査項目（①保険料②現金給付③健診保健指導④協
会けんぽの取組等⑤医療のかかり方）を中心に広報を実施しKPIを達成した。

・健康保険委員の委嘱について、上記広報媒体や説明会にて登録をご案内することでKPI
を達成した。令和2年度は、大規模事業所を中心とした委嘱勧奨を実施することで、更
に数字を伸ばしていく。
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１(2)．戦略的保険者機能関係

ジェネリック医薬品の使用促進／令和元年度評価結果

KPI目標
協会けんぽのジェネリック医薬品使用割合を74.0％
以上とする

KPI結果 73.7%
（R2.2月診療分）

取組内容

・各種広報媒体（ホームページ、納入告知書同封チラシ、メールマガジン等）を通じて、
普及促進を図った。

・医療機関や調剤薬局への説明資料として「ジェネリック医薬品処方状況のお知らせ」を
作成した。

・県医師会、薬剤師会に対して、ジェネリック医薬品普及促進の協力依頼をおこなった。
・協会の取り組みに関するプレスリリースをおこなった。

評価結果

・医療機関や調剤薬局への訪問、日本ジェネリック製薬協会との勉強会のほか、医療関係
者向けジェネリックセミナー等が、新型コロナウイルスの影響により中止となった。

・使用割合は、令和2年1月診療分で73.3%と全国45位。一方で直近1年間の伸び率は＋3.5
％と、全国3位の伸び率となっている。

・令和2年度は、協会として令和2年9月までに80％以上（高知支部のKPIは75.6%以上）を
目標としており、医療機関や調剤薬局へ訪問して切り替え促進を図るほか、メディアミ
ックスによる大々的な広報を展開する等、目標達成に向け積極的な施策をおこなう。
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１(2)．戦略的保険者機能関係

インセンティブ制度の周知広報／令和元年度評価結果

KPI目標 ― KPI結果 ―

取組内容

【支部広報媒体での広報】
・納入告知書同封チラシ（R1.7、R1.11）
・メールマガジン（R1.9、R1.12、R2.3）
・健康保険委員向け広報誌「Kochi Time vol.10」（R1.4）
【事務説明会等】
・社会保険委員研修会（R1.5）※2会場
・算定基礎説明会（R1.6）※8会場
・職場の健康づくり応援研修会（R1.7）※6会場
【新聞】
・高知新聞（R1.9.12、R2.1.5、R2.3.23）

評価結果

・インセンティブ制度に係る平成30年度の実績において、高知支部は全国最下位と低迷し
ている。また、令和元年度に本部が実施した加入者の理解度調査において、「インセン
ティブ制度に関心がある」と回答された方の割合は僅かに15.7%（全国18.9%）であった。

・引き続き、丁寧な広報を実施することにより、加入者や事業主の行動変更を促していく
必要がある。
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１(2)．戦略的保険者機能関係

地域の医療提供体制への働きかけや医療保険制度改正等に向けた意見発信／令和元年度評価結果

KPI目標

①他の被用者保険者との連携を含めた地域医療構想
調整会議への被用者保険者の参加率を100％とする
②経済・財政と暮らしの指標「見える化」データ
ベースなどを活用した効果的な意見発信を実施する

KPI結果
①100％
②実施なし

取組内容

・高知県においては、4つの構想区域（安芸、中央、高幡、幡多）に地域医療構想調整会
議が設置されており、さらに中央区域には4つの部会（高知市、物部川、嶺北、仁淀川
）がある。このうち、中央区域地域医療構想調整会議の物部川部会へ、被用者保険代表
として公立学校共済組合高知支部が出席し、それ以外の6つの会議へ協会けんぽが出席
した。

評価結果

・加入者や事業主を代表する立場からの意見を発信したが、データベースをもとに活用し
たものではなかった。

・令和2年度においては、意見発信をしている他支部の事例を参考にしながらデータを活
用した意見発信をおこなう。
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１(3)．組織・運営体制関係

ＯＪＴを中心とした人材育成／令和元年度評価結果

KPI目標 ― KPI結果 ―

取組内容

・効果的なOJTをおこなうとともに、採用3年目までの職員に対しては定期的なジョブロー
テーションを実施中。

・必須研修（ハラスメント研修、情報セキュリティ研修、個人情報保護研修、コンプライ
アンス研修、メンタルヘルス研修、ビジネススキル研修）を計画的に実施した。

・自己啓発に取り組むための支援として本部が実施する通信教育講座の斡旋について、積
極的な受講を勧奨した。

評価結果
・「人づくり」は組織運営の大きな柱であるため、本部が示している職員像（創造とチャ
レンジ、協働、専門性、加入者本位、安心と信頼）を意識しながら、より一層、職場に
おけるOJTを中心した人材育成に力を入れていく。
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１(3)．組織・運営体制関係

費用対効果を踏まえたコスト削減等／令和元年度評価結果

KPI目標
一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、
対前年度（100％）以下とする

KPI結果
0％

（0件/2件）

取組内容
・一般競争入札において、より競争性を高めるため、十分な公告期間・履行期間を設ける
とともに、複数の事業者へ呼び掛けをおこなった。

・消耗品について、web一括購入や適切な在庫管理により、コスト削減を図る。

評価結果

・2件の入札案件（生活習慣病予防健診及び特定健康診査の受診勧奨に係る封入封緘等発
送準備業務、電話交換機及び電話機の購入・設置等に係る業務委託）にて、それぞれ2
社より応札がありKPIを達成した。

・引き続き、広告後の積極的な周知や、十分な公告期間・履行期間の確保により、少しで
も多くの事業者に参加していただけるよう努める。
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１(3)．組織・運営体制関係

コンプライアンスの徹底及びリスク管理／令和元年度評価結果

KPI目標 ― KPI結果 ―

取組内容

・支部内研修を通じ、ハラスメントや情報セキュリティ、個人情報保護をはじめとしたコ
ンプライアンスの徹底を図った。また、情報セキュリティにおいては「情報セキュリテ
ィ月次確認表」による自己点検、及び端末の相互チェックを毎月、実施した。

・コンプライアンス委員会、及び個人情報保護管理委員会を、それぞれ2回開催した。
・本部のハラスメント相談員研修に参加し、ハラスメント相談員に対して伝達研修をおこ
なった。

評価結果

・職員研修を通じて、コンプライアンスの重要性や協会規程等を再確認した。
・コンプライアンス委員会、及び個人情報保護管理委員会にて、自主点検で指摘された事
項を共有するとともに、改善策に向けたスキームを構築した。

・今後においても、研修や朝礼等による啓発を通じてコンプライアンス意識の醸成、リス
ク管理の徹底を図っていく。
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２．令和元年度 支部保険者機能強化予算執行状況

予算区分 分野 予算額 執行額

支部医療費適正化等予算

医療費適正化対策経費 ６，５０３千円 ５，６３９千円

広報・意見発信経費 １，４７２千円 １，３３３千円

支部保健事業予算

健診経費 ２０，７８２千円 １１，７１８千円

保健指導経費 ３，５１４千円 １，１８１千円

重症化予防事業経費 ６４６千円 ４８４千円

コラボヘルス事業経費 ０千円 ０千円

その他の経費 ８０７千円 ８０千円

≪支部保険者機能強化予算について≫

協会の予算（業務経費等の事務費）は、ジェネリック医薬品の軽減額通知や健診費用の補助等の費用に充てる本部で扱う予算のほ
か、支部で扱う予算がある。この支部で扱う予算については、以下の3つに大別できる。

① 審査医師への謝金や支部事務室賃料など、支部の基本的な業務運営に必要な予算（基礎的業務関係予算）
② 医療費適正化対策や広報・意見発信など、地域の実情等を踏まえた取組みを推進するために必要な予算（医療費適正化等予算）
③ 受診勧奨対策や重症化予防対策など、保健事業における重点的な取組みを推進するために必要な予算（保健事業予算）

このうち、②及び③の予算については、「支部保険者機能強化予算」として、協会の将来的な医療費の節減につなげていくことを
目的に、医療費適正化や健康づくり等の保険者機能を強化する取組みを実施する場合に予算計上する経費となる。
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２(1)．医療費適正化対策経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

ジェネリック医
薬品使用状況の
毎月分析と可視
化ツールの活用

医療機関や調剤薬局に対し、当該機関で
「処方数量の多い先発品」や「該当先発医
薬品に対するジェネリック医薬品のうち流
通量の多い銘柄」等を記載した「ジェネ
リック医薬品処方状況のお知らせ」を作成。
医療機関や調剤薬局への訪問時等に、本部
提供ツールとあわせて活用することで、
ジェネリック医薬品への切り替えを働き掛
ける。

令和元年11月に企画競争にて委託事業者を選定。そ
の後、令和2年2月にデータ（医療機関1,508件、調剤
薬局700件）が納品され、医療機関等への訪問準備を
進めていたものの、新型コロナウイルスの影響により
事業の延期を余儀なくされた。なお、令和2年度にお
いては、本事業で作成した資料を持参し、6/5より医
療機関等への訪問を開始。【参考資料P35参照】

2,649千円 2,640千円

レセプトデータ
を活用した医薬
品の多剤・重複
服薬者への案内
通知

多剤併用による医療費の増加、ポリファー
マシーや残薬等が社会的にも問題となって
いる。そこで、これらの防止を図ることを
目的とし「複数の医療機関を受診し、多剤
服用している加入者」に対して服薬状況を
通知する。なお、通知文書については、成
分の重複や飲み合わせによる副作用等に関
して、イラストを交えて読みやすいよう内
容を工夫するとともに、今後の事業展開の
参考とするため、アンケートを同封し、お
薬手帳やかかりつけ医に対する活用状況を
確認する。

令和元年11月に企画競争にて委託事業者を選定。そ
の後、令和2年2月にデータ（多剤・重複者データ
1,548件、案内通知データ427件※）が納品され、令
和2年3月に427名（うち同種同効64名、相互作用3名、
副作用87名、慎重投与2名）に対して服薬情報を通知。
※ 1医療機関で2種類以上、かつ複数機関で合計6剤以
上処方されている方【参考資料Ｐ36参照】

3,630千円 2,926千円

医師会等との連
名による健康保
険証適正使用推
進にかかる医療
機関等掲示用ポ
スターの作成

資格喪失後の受診等を抑制するため、関係
団体との連携によるポスターを作成し医療
機関へ送付する。
○ポスター掲載内容
タイトル「受診のときは 必ず保険証を提示
しましょう」
・保険証を使用できるのは退職日までであ
ること
・交通事故等で保険証を使用する際は、保
険証発行元への届出が必要であること
・業務上での病気やけが、通勤災害では保
険証を使用できないこと

令和2年1月、見積競争にて委託事業者を選定。令和2
年3月に1,400部が納品され、同月1,295の医療機関へ
送付。【参考資料P37参照】

224千円 73千円
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２(2)．広報・意見発信経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

紙媒体による広
報

毎月の納入告知書に「協会けんぽからのお
知らせ」を同封する。

毎月、事業所（約13,000社）に対して制度改正や健康
づくり等に関する情報を発信。

1,282千円 1,258千円

退職される方がスムーズに手続きをおこな
えるよう、退職後の健康保険（任意継続、
国保、被扶養者）にかかる「退職後の健康
保険加入案内リーフレット」を作成する。

年金事務所内協会窓口の閉鎖により必要数量が減少し、
支部内印刷（約600枚）で対応。

53千円 0千円

健康経営優良法人の認定を受けた事業所の
「健康づくり取り組み事例集」を作成する。

健康保険委員経費からの支出に変更の上、健康保険委
員委嘱先事業所（約1,500社）へ送付。

115千円 0千円

健 康 経 営 セ ミ
ナーの開催

高知新聞社が主催する「こうち健康企業プ
ロジェクト」へ共催し、健康経営セミナー
を開催。「高知家健康経営アワード2019」
の表彰式や、古井祐司氏（東京大学政策ビ
ジョン研究センター特任教授）による基調
講演等をおこなう。また、第78回日本公衆
衛生学会にて、協会けんぽより健康経営を
テーマに講演をおこない、宣言事業所には
取り組み事例の発表をしていただく。

○高知新聞へ半5段モノクロ広告掲載（令和元年9月
12日）
○健康経営セミナー（令和元年10月9日）参加人数：
80名程度
○第78回日本公衆衛生学会（令和元年10月23日）
参加人数：120名程度
・シンポジウム3-3 「協会けんぽ高知支部における健
康経営の普及策（「高知家」健康企業宣言事業）」
・シンポジウム3-4 「健康経営へのチャレンジと課題
への対応」

490千円 497千円
※予算超過分
は医療機関配
布用各種申請
書経費を流用

新聞等を利用し
たインセンティ
ブの周知広報

インセンティブ制度に係る平成30年度の実
績において、高知支部は全国最下位と低迷
しており、大きく巻き返しを図る必要があ
る。そこで、地元紙である高知新聞にイン
センティブ制度の広告を掲載することによ
り、健診や特定保健指導のほか、要治療者
の医療機関受診、ジェネリック医薬品使用
促進等の意識付けをおこなう。

○高知新聞へ半5段モノクロ広告掲載（令和2年1月5
日）
加入者や事業主の取り組みが保険料率に反映されるこ
と、及びインセンティブ制度の各項目にかかる協会け
んぽからのお願い事項を掲載。

481千円 480千円
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２(2)．広報・意見発信経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

医療機関配布用
各種申請書セッ
ト

限度額適用認定、出産育児一時金、治療用
装具の各種制度にかかるリーフレットと、
申請書をセットにして医療機関や市町村等
へ備え付け、申請される加入者へ配付して
もらう。

各医療機関等からの要望（配付実績）に応じて、次の
とおり送付。
○限度額適用認定申請書セット：6,312セット
○出産育児一時金申請書セット：415セット※支部内
印刷
○療養費（治療用装具）申請書セット：2,320セット

333千円 235千円

メルマガ・ホー
ムページ掲載記
事原稿料

医師に専門的見地による医療・健康に関す
るコラムを執筆してもらい、メルマガを通
じて加入者へ情報を提供する。また、支部
ホームページにも、メルマガのバックナン
バーとして掲載する。

メールマガジンの奇数月に「知って得するDr.川崎の
気になる病気」としてコラムを掲載し、ホームページ
にはバックナンバーとして掲載。なお、メールマガジ
ンについては新規に164件の登録があり、令和2年3月
の配信件数は675件。

60千円 60千円

職場の健康づく
り応援研修会を
通じての意見発
信

協会けんぽ高知支部と高知県、高知市が連
携し、事業所の健診等の担当者に対して、
健康づくりや健康保険制度等に関する研修
会を開催する。

○安芸市「ご存じですか？職場のたばこ対策が変わり
ます！」（令和元年7月24日、32名）
○香美市「職場のたばこ対策について」「健康経営に
ついて」（令和元年7月26日、29名）
○高知市「知らなかったではすまされない！！タバコ
と脳の関係？」（令和元年7月17日、49名）
○吾川郡「2020年4月から職場のたばこ対策が変わり
ます」（令和元年7月18日、36名）
○須崎市「完全禁煙で脳を守って健康寿命を伸ばそ
う」（令和元年7月24日、46名）
○四万十市「快眠セミナー～睡眠が仕事の質を変える
～」（令和元年7月17日、41名）

109千円 62千円
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２(3)．健診経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

特定健診集団健
診の実施（10月
～3月開催）

・高知市近郊に居住する未受診者を対象と
し、特定健診とがん検診を同時に実施でき
る健診実施機関に委託して実施。
・高知市を除く県内在住の未受診者を対象
として、特定健診とがん検診を同時に実施
できる健診実施機関に委託して実施。

・イオンモール高知で10月に2日間実施し523名受診。
・四万十市武道館で1月に1日間実施し65名受診。
・高知市を除く県内29市町村を対象に、2月～3月に6
会場で実施し233名受診（コロナの影響で、2会場の
健診が中止）。

4,224千円 2,087千円

高知市等自治体
と連携した特定
健診とがん検診
の同時実施

高知市在住の未受診者を対象として、特定
健診とがん検診を同時に実施できる健診実
施機関に委託して実施。

高知市保健福祉センターで、1月に5日間実施し566名
受診。

1,861千円 1,133千円

健診機関による
委任状取得の委
託

健診機関が事業主から委任（同意）状を取
得し、事業者健診データを健診機関が直接、
協会けんぽへ提出する。

委託健診機関4機関：委任状取得件数1件。 676千円 3千円

事業者健診デー
タ 同 意 書 及 び
データ取得の外
注

業者に勧奨を委託し、健診データの提供に
かかる同意書の取得又は健診データの取得
を行う。

551社（12,039名）を対象にデータ取得勧奨を実施。
うち421社は同意書の取得を含む。
同意書取得： 119件（28.3％）
データ取得：2,789件（23.2％）

4,510千円 4,178千円
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２(3)．健診経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

健診推進経費

生活習慣病予防健診受診者数・事業者健診
データ取得件数・特定健診受診者数の目標
値を設定の上、健診機関等がその目標値を
達成した場合に、報奨金を支払う。

生活習慣病予防健診推進委託機関15機関：当該取組
での健診受診者増加件数1,671件。

事業者健診データ取得推進委託機関3機関：当該取組
での健診データ取得増加件数587件。

特定健診推進委託機関0機関。

4,144千円 1,719千円

郵送式血液検査
サービス

健診無関心層（3年以上連続未受診者）を対
象に、健診会場に行く手間と時間を省いて
自宅で行える「郵送式の血液検査サービ
ス」を実施し、定期的な健診受診の必要性
を体感させ、次年度以降の受診に結び付け
る。事業実施は専門業者に委託して行う。

来年度40歳に到達する39歳の被扶養者542名に案内送
付、163名が検査実施（令和2年度に、同対象者に圧
着はがき等で受診勧奨を行う予定）。

3,612千円 1,019千円

健診年次案内用
受診勧奨チラシ
作成

健診受診に係る案内の内容を補足するリー
フレットを年次案内に同封し受診勧奨を図
る。

・生活習慣病予防健診関係リーフレット16,000部
・特定健診関係リーフレット28,000部
・任継加入者用リーフレット2,500部

1,000千円 681千円

事業者健診Hｂ
A1c追加検査

事業者健診実施前に食事を摂取し、やむな
く随時血糖検査（3.5時間未満）を実施する
者へ、同一検体を使用してHbA1c検査を実
施し、その費用を協会けんぽが健診機関に
支払い、血糖データの提供を受ける。

委託健診機関3機関：HbA1c検査実施者1,803名 756千円 903千円
※予算超過分
は事業者健診
委託費を流用
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２(4)．保健指導経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

保健指導推進経
費

前年度の保健指導実績等を上回った場合、
その超過分を報奨金として、保健指導実施
機関に支払う。

契約保健指導実施機関7機関。うち2機関が要件到達。
報奨金算定対象保健指導件数266件。

1,000千円 136千円

共同利用文書印
刷

健診結果に健診結果データの共同利用に係
る文書を同封し、被保険者の保健指導を円
滑に実施する。

共同利用文書印刷は、生活習慣病予防健診の年次案内
用支部独自様式の印刷に入れ込んで調達するほうが
ケースメリットがあり、安価に調達できるとの判断で、
健診経費で作成。当科目は、保健指導利用勧奨に使用
するパンフ等の購入・作成に使用。

462千円 298千円

中間評価時の血
液検査費

特定保健指導利用者の生活習慣改善意識の
維持向上を図るとともに、特定保健指導に
おける検査結果の活用を目的として、血液
検査等検査を希望する特定保健指導利用者
対して実施する。

委託検査機関8機関：血液検査実施者186名 1,620千円 608千円

医師謝金
保健指導に対して医学的な意見・助言を行
う医師に対して支払う。

11月に実施（1回／年） 154千円 4千円

31



２(4)．保健指導経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

保健指導用パン
フレット作成等
経費

特定保健指導対象者等へ生活習慣改善の啓
発を行う。

特定保健指導対象者の行動変容を促すツールの冊子
（100kcalポケットブック）を購入

50千円 39千円

保健指導用事務
用品費（測定機
器類等）

保健指導の円滑な実施のための備品を購入
する。

保健指導用ＰＣバックを購入 100千円 20千円

保健指導用図書
購入費

保健指導の効果的な実施方法等知識の習得
を行う。

特定保健指導に関する図書を購入 50千円 76千円
※予算超過分
は事務用品費

を流用

公民館等におけ
る特定保健指導

土曜日・日曜日等に特定保健指導を実施し、
特定保健指導の利用勧奨を促進する。

9月、1月にお料理教室を組み入れた集団特定保健指
導を開催

78千円 3千円
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２(5)．重症化予防事業経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

未治療者受診勧
奨

健診結果（血圧値または血糖値）で要治療
と判断されながら医療機関を受診していな
い治療放置者に対して受診勧奨を行う。

受診勧奨件数

電話：15件、文書：376件、訪問：62件
156千円 0千円

重症化予防対策

高知県糖尿病重性腎症重症化予防プログラ
ムに則って実施。委託業者に作成を依頼す
るデータで対象者を選定し、医療機関未受
診者及び治療中断者に対して受診勧奨等を
行う。

糖尿病重症化予防事業、多剤・重複服薬情報通知事業、
GE医薬品使用割合データ分析事業の3事業に活用する
データベースを作成。未受診者及び治療中断者への受
診勧奨を中心に通院中のコントロール不良者への保健
指導を実施するように計画。R2.2にデータの納品があ
り、対象者を抽出。（未受診者93名、中断者25名）
R2.3に、県内のコロナ感染者が拡大する状況を受けて
「今は受診勧奨を行う時期ではない。」との判断で令
和元年度中は事業実施できなかった。（多剤・重複服
薬者への通知は427名に対して実施済み）
R2年6月から受診勧奨事業を再開。

490千円 484千円
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２(6)．その他の経費関係

事業名 概要 実施結果 予算額 執行額

Ｌｅｔ’ｓ ｓｔ
ａｒｔ！オフィ
スｄｅエクササ
イズ

受講者５名以上の事業所に健康運動指導士
を派遣し、職場内で行える健康体操の指導
を行い、事業所内での運動習慣を定着させ
ることが目的。参加事業所には、健康運動
指導士が考案した支部オリジナル健康体操
DVDを進呈。指導当日と３ヶ月後にアン
ケートを行い、継続状況を把握。

受講希望者5名以上の6事業所293名を対象に実施（年
度末に実施を予定していた事業所が何社かあったが、
コロナ感染拡大防止のため中止）。

684千円 75千円

保健事業計画ア
ドバイザー経費

保健事業計画（データヘルス計画）の効果
的な実施方法を検討・実行する上で、有識
者のアドバイスをいただく。

11月に実施（1回／年） 123千円 6千円
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【病院向け】

【薬局向け】
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２(7)．参考資料 『ジェネリック医薬品処方状況のお知らせ』
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２(7)．参考資料 『服薬状況通知』
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２(7)．参考資料 『受診のときは必ず保険証を提示しましょう』


